
【別紙】(公益法人会計用)

１．基本情報

%

２．役職員の状況

３．財務状況（注）

当期経常増減額（L） 3,642,161円 16,537,165円 3,591,017円

⑥人件費比率（I/K×100） 27.0% 28.7% 26.9%

⑦総資産当期経常利益率（L/B×100) 1.7% 8.3% 2.1%

①正味財産比率（A/B×100） 31.5% 42.1% 39.2%

⑤管理費比率（J/K×100） 6.2% 5.5% 5.4%

経常費用計（K）

④補助金収入率（G/H×100） 0.0% 0.0% 0.0%

②流動比率（C/D×100） 122.2% 142.8% 147.4%

③固定長期適合率［E/(A＋F)×100］ 57.0% 45.3% 26.4%

955,782,254円 854,524,947円 892,127,477円

管理費（J） 59,373,985円 47,364,360円 48,596,167円

令和6年度

受取補助金等（G） 0円 0円

指標
前々年度 前年度 今年度

令和4年度 令和5年度

0円

経常収益計（H） 959,424,415円 871,062,112円 895,718,494円

固定負債合計（F） 5,247,000円 3,498,000円 0円

人件費（I） 257,707,946円 245,149,984円 240,211,742円

非常勤 33人

評議員 6人 0人 2人

職員 
常勤 25人 0人 1人

0人 7人

役員
（監事含む）

常勤 1人 0人

市出資
割合

1人

非常勤 5人 1人 0人

100.0

主な事業内容

1.文化芸術の振興に関する事業、2.スポーツ･レクリエーションの振興に
関する事業、3.コミュニティづくりの推進に関する事業、4.上尾市が設
置する施設の管理運営に関する事業、5.その他この法人の目的を達成す
るために必要な事業

区分 人数 （再掲）市職員 （再掲）市退職者

基本財産 10,000 千円
うち

市出資金
10,000 千円

外郭団体経営状況公表シート

令和7年3月31日現在

団体名 公益財団法人上尾市地域振興公社

団体の設立目的

上尾市におけるコミュニティづくりの推進、市民文化芸術の向上及びス
ポーツ･レクリエーションの振興を通じて、市民相互の連帯意識や郷土意
識で結ばれた地域社会の形成を図ることにより、市民サービスの向上及
び市民の福祉増進に寄与すること

代表者名 井上　建一 設立年月日 昭和62年11月2日

所在地 上尾市大字菅谷16番地 所管課 行政経営部　行政経営課 

流動負債合計（D） 140,098,329円 111,109,816円 104,011,695円

固定資産合計（E） 41,148,273円 39,399,273円 17,650,273円

198,084,619円 170,972,015円

流動資産合計（C） 171,136,694円 158,685,346円 153,321,742円

正味財産合計（A） 66,939,638円 83,476,803円 66,960,320円

資産合計（B） 212,284,967円



４．市の財政支援状況

①

②

③

④

⑤

５．その他特記事項

その他 0千円 0千円 0千円

（参考）委託料 662,320千円 596,339千円 596,997千円

0千円 0千円 0千円

利子補給金 0千円 0千円 0千円

減免税額 0千円 0千円 0千円

出資金 30,000千円 30,000千円 10,000千円

項目
前々年度 前年度 今年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度

補助金・交付金

＜参考＞

※「 ３．財務状況　」では、貸借対照表及び正味財産増減計算書の 部分を引用しています。

※ 貸借対照表と正味財産増減計算書の科目「・・・」は、法人によって記載する科目が異なり多種多様であり、

　「その他諸々」という意味合いで記載しています。

○貸借対照表（例） ○正味財産増減計算書（例）

1.流動資産 1.流動負債 1.経常増減の部

現金預金 未払金 (1)経常収益

未収金 預り金 基本財産運用益

・・・ ・・・ 事業収益

　 流動資産合計（C） 　 流動負債合計（D） 受取補助金等（G)

・・・

2.固定資産 2.固定負債 雑収益

(1)基本財産 リース債務 　経常収益計（H）

基本財産引当預金 退職金給付引当金 (2)経常費用

　　 定期預金 ・・・ 　　事業費

　　 ・・・ 固定負債合計（F） 人件費※（I）

基本財産合計 負債合計 消耗品費

(2)特定財産 印刷製本費

　　 自主事業補填積立金 1.指定正味財産 ・・・

　　 ・・・ 寄附金 雑費

特定財産合計 ・・・ 　　管理費（J）

(3)その他の固定資産 指定正味財産合計 人件費※（I）

　　 什器備品 （うち基本財産への充当額） 消耗品費

　　 リース資産 （うち特定資産への充当額） 印刷製本費

機械及び装置 2.一般正味財産 ・・・

車輛運搬具 一般正味財産合計 雑費

・・・ （うち基本財産への充当額） 　経常費用計（K)

その他の固定合計 （うち特定資産への充当額） 　当期経常増減額（L)

固定資産合計（E） 　 正味財産合計（A）

資産合計（B） 負債及び正味財産合計 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

・・・

　経常外収益計

(2)経常外費用

・・・

　経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

【Ⅱ 指定正味財(増減)の部】

・・・

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

【Ⅲ 正味財産期末残高】

【Ⅲ 正味財産の部】

【Ⅰ 資産の部】 【Ⅱ 負債の部】 【Ⅰ 一般正味財産(増減)の部】

人件費は、職員や役員に関連する給与や報酬、手当をはじめとする、事業活動にお

ける人的資源に要する費用を指します。

※科目に「人件費」としてまとまった項目は無いため、事業費及び管

理費にある科目の中で以下のに例に該当する科目の合計が分析に使用

する値となります。法人によっても科目の記載に揺れがあります。

［人件費の具体的な科目例］

・役員報酬 ・その他報酬 ・給料手当 ・賞与 ・賃金

・臨時雇派遣社員費 ・退職給付費用 ・共済年金引当金繰入額

・法定福利費 ・福利厚生費 ・賞与（役員退職慰労）引当金繰入額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

【Ⅲ 正味財産期末残高】

＜参考＞

※「 ３．財務状況　」では、貸借対照表及び正味財産増減計算書の 部分を引用しています。

※ 貸借対照表と正味財産増減計算書の科目「・・・」は、法人によって記載する科目が異なり多種多様であり、

　「その他諸々」という意味合いで記載しています。

○貸借対照表（例） ○正味財産増減計算書（例）

1.流動資産 1.流動負債 1.経常増減の部

現金預金 未払金 (1)経常収益

未収金 預り金 基本財産運用益

・・・ ・・・ 事業収益

　 流動資産合計（C） 　 流動負債合計（D） 受取補助金等（G)

・・・

2.固定資産 2.固定負債 雑収益

(1)基本財産 リース債務 　経常収益計（H）

基本財産引当預金 退職金給付引当金 (2)経常費用

　　 定期預金 ・・・ 　　事業費

　　 ・・・ 固定負債合計（F） 人件費※（I）

基本財産合計 負債合計 消耗品費

(2)特定財産 印刷製本費

　　 自主事業補填積立金 1.指定正味財産 ・・・

　　 ・・・ 寄附金 雑費

特定財産合計 ・・・ 　　管理費（J）

(3)その他の固定資産 指定正味財産合計 人件費※（I）

　　 什器備品 （うち基本財産への充当額） 消耗品費

　　 リース資産 （うち特定資産への充当額） 印刷製本費

機械及び装置 2.一般正味財産 ・・・

車輛運搬具 一般正味財産合計 雑費

・・・ （うち基本財産への充当額） 　経常費用計（K)

その他の固定合計 （うち特定資産への充当額） 　当期経常増減額（L)

固定資産合計（E） 　 正味財産合計（A）

資産合計（B） 負債及び正味財産合計 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

・・・

　経常外収益計

(2)経常外費用

・・・

　経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

【Ⅱ 指定正味財(増減)の部】

・・・

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

【Ⅲ 正味財産期末残高】

【Ⅲ 正味財産の部】

【Ⅰ 資産の部】 【Ⅱ 負債の部】 【Ⅰ 一般正味財産(増減)の部】

人件費は、職員や役員に関連する給与や報酬、手当をはじめとする、事業活動にお

ける人的資源に要する費用を指します。

※科目に「人件費」としてまとまった項目は無いため、事業費及び管

理費にある科目の中で以下のに例に該当する科目の合計が分析に使用

する値となります。法人によっても科目の記載に揺れがあります。

［人件費の具体的な科目例］

・役員報酬 ・その他報酬 ・給料手当 ・賞与 ・賃金

・臨時雇派遣社員費 ・退職給付費用 ・共済年金引当金繰入額

・法定福利費 ・福利厚生費 ・賞与（役員退職慰労）引当金繰入額

「 ３．財務状況」の分

析で引用する「受取補

助金等」の金額（数

値）は、国・県や市等

から交付される「補助

金」及び「助成金」の

金額を対象とし、それ

らを合計したものとし

ます。


